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1. 研究の枠組み
(1) 研究の背景と目的
　近年人口減少とそれに伴う税収減に対応すべく、国交省
を中心に歳出を抑えるコンパクトシティ計画が描かれてい
るが、多くは最も困難が予想されるインフラ退役地区の将
来像を描いていない。また日本で人口が減少している地区
の空き家・空き地を成長と異なる目的で積極的に活用して
いるまちづくりなど、グラスルーツ活動 ( 以下 GR 活動 )
は存在するが、マスタープランなど全市的計画と関係が薄
い。GR 活動の支援は、米国では慈善財団やプロボノ活動
団体が行っているが、格差社会が訪れようとしている日本
での必要性などを検討するべきである。
　このような中、人口減少と財政難の先行事例の都市であ
るミシガン州デトロイト市では慈善財団主導で全市的計
画、Detroit Future City( 以下 DFC) が作られた。しかし、
日本でのデトロイト研究は数が少ない。2000 年以降の再
生の兆しに関しては、村上ら (2006) による Greening of 
Detroit という NPO 団体について報告、矢作 (2012, 2013, 
2014) と同行した研究チームによる一連の調査報告があ
るが、個別の試みに着目しているため、複数の試みを整理
し分析したもの、慈善財団との関係を分析したもの、DFC
の内容を分析したものはない。米国の研究では、慈善財
団によるデトロイトの都市再生の研究は Thomson(2013)
など存在するが、慈善財団と GR 活動の関係は研究さ
れ て い な い。DFC に つ い て の 研 究 は、Griffin(2014)、
Clement(2014)、Hackworth(2015) などあるが、いずれ
も計画文章と策定過程のみから分析されている。そこで本
研究の目的は、デトロイトの長期的な都市計画の変遷と、
GR 活動の変遷と財団の関係を明らかにすることによって、
1)DFC の戦略の新規性を明らかにし、2) 戦略への到達を

可能にした要素を整理することで、都市縮退計画の知見を
得ることとする。
(2) 研究の構成と方法
　2 章では、Surgue(2014) や Gaster(2012) 等デトロイト
史の文献調査を中心に、デトロイトの財政破綻までの歩み
とその特性を整理する。3 章では、行政などが機能しない
中、非営利セクターを中心とした非公共セクターがどのよ
うな活動をしているのかを、活動団体へのヒアリング調査
及び活動報告・紹介の文献調査を用いて明らかにする。4
章では、DFC と対の計画である Detroit Works Project( 以
下 DWP) を計画自体、当時の記事や評論、関係者へのヒ
アリングを用いて分析する。5 章では、まず DFC の計画
内容を整理し、次にヒアリング調査などから明らかになっ
たグラスルーツ団体・他慈善財団・市の都市計画課・半公
共団体等への DFC の影響を整理する。5 章では、DFC 導
入活動の分析や 4 章の考察から、DFC の戦略の新規性を
明らかにする。6 章では、その戦略に至った経緯を 2~4
章の内容から考察する。

2. デトロイトの荒廃の経緯とその特性
　1916 年頃からデトロイトは自動車産業と、その雇用と
自由に惹きつけられた米国南部の黒人の大量移住によって
繁栄する。しかし、連邦政府の地域の評価システムなどが
原因で、黒人はごく限られた地区に押し込められていた
11)。公営住宅計画は頓挫し、スラムクリアランスも行われ
た。1948 年の裁判で黒人が白人地区に居住することを許
されてから、反発を受けながら黒人居住地区は広がり、白
人は市を去った 22)( 図 -1)。このように、デトロイトは自
動車産業の郊外化だけではなく、米国最大規模の人種抗争
の結果の白人流出が相まったため、郊外化の度合いが極め
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て大きい 22)。また、市内の黒人と郊外の白人がいがみ合
うという構図のために、広域での税金共有などの施策や、
白人主体の州から市への支援も少ない 20)。
　さらに、黒人都市としての復活を市外に誇示するために、
70,80 年代はダウンタウン ( 以下 DT) の象徴的な開発・自
動車産業の誘致、90 年代以降にはスタジアム・カジノ建
設に注力したため ( 図 -5)、周辺の広大な居住地区は、教育・
警察・消防などの予算もカットされ、荒廃する 22)。人口
200 万から 70 万になったデトロイト市には、マンハッタ
ン島と同面積の空き地ができた 18)。また、産業を多様化
しようとしなかったため製造業の不振の影響を直に受け、
現在 100 人あたり 27 人分しか営利セクター雇用がない
( 表 -1)。最終的には高リスクの金融取引の失敗により、市
は 2013 年に財政破綻した 22)。

3. 非公共セクターによる都市再生の試み
　他都市では当たり前のサービスが供給されなくなったデ
トロイトでは、それを補う多様な GR 活動が、主に 2000
年代から、活発化する 17)。その様子をヒアリング調査で
明らかにする。行政・民間の非投資によって生じたサービ
スの欠如や環境の悪化に対して開始された GR 活動をイン
ターネットや Gallagher(2013) 等から 32 団体探し、その
うちヒアリング調査に応じるか、充実した文献が存在する
団体を 13 抽出した。目的を行政の非投資を補う事として
いる行政サービスの代替と、民間企業の非投資による大型
小売店不足・空地問題などの対して状況の改善を試みてい
る都市農業があった。さらに、主体・事業内容・地区との
関係・規模に着目すると図 -1 のように 6 種類に便宜的に
分類することができる。

行政サービス
の代替

都市農業

グラスルーツ活動

主体

個人 自助努力型

特定機能代替型

自地区改善型

チャンス挑戦型

小規模農業

大規模農業

組織
特定機能

特定地区

地域住民や
既存の組織

新規参入組織

事業内容
地区との
関係

規模
小さい

大きい

Detroit Bus Company 市

2007

2011

2012

2013

2014

2016

慈善財団等連邦政府

M-1 Light Rail の提案

BRT に計画変更計画破綻に激怒

Detroit Bus Company 開始
(Woodward Ave 沿い )

LRT 支援宣言の撤回

9 つの民間団体が資金

提供を宣言

Skillman 財団が事業計画
及び必要資金を持って
事業の提案

資金提供
M-1 Plan 復活

M-1 工事開始

完成予想

Department of
Transportation 支援 $25M

環境アセスメントの上で
許可を行う

放課後プログラムへの送迎
Youth Transit Aliance 開始

空港ルート、Ferndale への
ルートの開始予定 

　行政サービスの代替の大まかに活動内容としては、自助
努力型が市有の空き家問題の対処など、特定機能代替型が
緑化・バス運営・教育など、自地区改善型自地区が合意形成・
地区改善、チャンス挑戦型が DT の安価な不動産を買い占
め警備・掃除・公共空間整備などを行っている ( 表 -2)。
　大企業の名の下活動する 2 団体を除き、資金の大半は
慈善財団によって提供され、その影響力は非常に大きい。
例えば、バスサービス供給ベンチャーが、多数の放課後教
育の NPO に送迎を行う事業を、慈善財団の提案・資金提

供で行ない始めた(図-2)。また、専門家支援団体によるツー
ルの提供も受けている。調査した団体のうち、自地区の計
画の策定を行っている団体は全て、GIS データを作成して
いる NPO や合意形成の取り方を指南している団体から支
援されている (2)(3)。
　チャンス挑戦型と自地区改善型の一つは DT フリンジに
位置していて開発を志向している (4)。残りが居住地区内に
位置する。そのうち、自地区改善型と小規模農業がデトロ
イト中に点在していて (5)(6)、特定機能代替型は事業ごとに
対象地区が異なる (7)(8)。自地区改善型と大規模農業に関し
ては特定の場所を対象にしている (9)。
　団体同士の協力も見られた。同地区で活動していた特定
機能代替型や小規模農業などが連携し自地区改善型になっ
た動きや、自地区改善型が周辺の大規模農業に感化され、
自分たちの計画に入れ込む動きなども確認された 17)(2)。
　一方、デトロイトの貧困を見かねた慈善財団の全市的な
動きとしては、それまでの居住地区への非投資の危機感か
ら、2004 年以降、居住地区に投資を始める。しかし、市
と複数財団の連携はとれず、投資の選択と集中の計画は
乱立し、選択されなかった地区の方が少ない ( 図 -9~11)。
そのため効果も薄かったとされている 13)。また、DT フリ
ンジでは川辺空間の再生、市場の NPO 化、公共空間の整備、
LRT 整備計画などが慈善財団中心に行われた 17)。
　DFC 発表以前の状態は以下のようにまとめられる。多
数の GR 活動があり、財団・専門家団体の支援により成長
している様子が伺え ( 図 -3)、結果 DT フリンジが市場経
済に乗ったという感覚を関係者は口にしている。しかし、
居住地区の状態は依然と厳しい。ただ、GR 活動の協力に
よる地区改善の萌芽が散見される。

4. Detroit Works Project
　2010 年に投資を協力させようと、Kresge 財団 (10) が
市長と協力し、都市問題解決のための戦略作成を始め
る。短期計画と長期戦略に分けられ、前者が市の担当す
る Detroit Works Project(DWP)、後者が財団主導の、のち
の DFC である (2)。DWP の目標は効率的な投資であった。
DWP は地区の市場価値データのもと、市を市場価値によっ
て安定的・過渡的・荒廃が深刻の 3 種類の地区とその他
に塗り分け、行政サービスも含めて、市場価値が中間的・
過渡的で投資の効果が最も高いと考えられる地区に集中さ
せる計画であった 24)( 表 -3)。さらに 3 つの実験地区を指
定し、さらなる資金の集中を図った。結果としては、行政
サービス削減地区からの大反対により、実行されない (11)。

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010

人口 1,849,568 1,670,144 1,541,063 1,203,368 1,037,974 951,207 713,777

黒人人口の割合 16% 30% 43% 63% 75% 82% 83%

世帯数 501,145 514,837 497,753 424,033 374,057 345,424 271,050

雇用された市民 758,784 612,295 361,184 394,707 335,462 331,441 203,893

工業雇用の割合 46.0% 37.3% 55.8% 28.7% 20.5% 18.8% 11.4%

世帯あたりの雇用人口 1.51 1.19 0.73 0.93 0.9 0.96 0.75

失業率 7.4% 9.9% 7.2% 18.5% 19.7% 13.8% 29.0%

雇用 NA NA 735,164 562,120 442,490 345,424 347,545

平均世帯収入 31,033 52,948 55,763 36,506 25,922 37,005 28,357

表 -1 デトロイトの統計値の推移 (1950~2010)20)

図 -1 GR 活動の分類 ( 筆者作成 )

図 -2 Detroit Bus Company が慈善財団に影響された経緯 ( 筆者作成 )(7)
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名称
分類

（各種個別空家問題対処活動）
自助努力型

Heighdelberg Project
住居地区に散在 荒廃が特に深刻な

Heighdelberg str 沿い
基本的に個人 個人で開始・NPO化

1986 年

対象地区

主体
設立

活動概要

DFC 及び
慈善財団
との関係

空家での麻薬取引、金属部品の盗
難、放火などが増加したため、空
家であることをカーテンなどで隠
す、管理されていることを表記す
る、芝刈りなどの活動を見せる、
出入り口を塞ぎ要塞化する、空家
自体を撤去するなどの活動を近隣
住民が自発的に行っている。

Tyree Guyton 氏と協力者による
自宅周辺の巨大野外アート。二本
の通り沿いに、周辺のゴミから
作った色鮮やかなアートを設置。
気味悪さもあり賛否両論。放火や
市による強制撤去も受けた。世界
中から訪問があり、$320 万の経
済効果があるとした研究もある。
地区の治安は大幅に改善。

2008 年から活動に対して数千ド
ル程度の資金や対処方法マニュア
ルを提供している財団 がある。IO
は効率的で安全な空家対処方法の
実験を行い、市民を集め方法論の
議論や資金提供を行っている。

2009 年以降 Erb 財団中心に資金
提供を受け、スタッフを雇用して
いる。DFC には、上記 PJ と地域
コミュニティの関係が必ずしも良
好でなく特に支援を必要としてい
ないことを理由に記述がない。

Downtown Boxing Gym
特定機能代替型

荒廃が特に深刻な
Eastside 地区
個人で開始・NPO化
2007 年
学校の成績の維持を条件に地
元の子供たちにボクシングを
教えている。子供たちを家族
のように扱うことをモットー
にしている結果、高校卒業率
13%の地区で教え子は 100%
卒業している。Carlos Sweeny
氏のボランティア活動として
開始している。
個人や民間企業の寄付で成立
していて財団の援助を受けて
いないが受けようとして、財
団の援助が集中している、DFC
の指定で IP 地区に挟まれた
LIVE+MAKE 地区に引っ越した。

Detroit Bus Company
Southwest 地区を中心に
全市にサービス
ベンチャー企業
2012 年
バスサービス供給を行っている
ベンチャー企業。LRT 計画が頓
挫しかけたことに激怒した
Andrew Didorosi 氏が立ち上げ、
同じルートにバスサービスを供
給。その後財団提案・資金提供
により、小学生を放課後教育施
設にオンデマンド輸送する事業
を行っている。
財団の影響は以上の通り。新し
い活動なのでDFC に記述は無い
が、IO活動の提案コンペの審査
員を務めるなど行う。DFC に記
載されている交通ルートの供給
を是非行いたいと発言している。

Greening of Detroit
全市

NPO
1989 年
空き地の緑化、植林、汚染除去、
都市農業、公園の維持管理、緑
化を通した教育プログラムの運
営、など多様な事業を行ってい
る。1950 年代から流行した伝染
病により、多くの樹木を失った
が、限られた市の予算では対策
とれずいたため、NPOとして設
立した。
複数の財団からの資金援助を受
けている。DFC で記載されてい
る緑化計画を三つ IOと共に行っ
ている。ブルーインフラの試験
的設置、高速道路沿いの植林、
土壌の浄化のための植林である。

Data Driven Detroit
全市

NPO
2008 年
市の機能が衰退する中、戦略
的な問題解決のために、デト
ロイトの正確な統計情報を収
集し、地図データとして公開
している。2014 年には 150
人のボランティアと専用アプ
リケーションを用いて、デト
ロイトの全区画の建物の状況
をデータ化した。
戦略的投資をしようと考えた
Skillman 財団及び Kresge 財
団の声かけによって設立。
DFC を書くにあたっても、IO
活動にあたっても上記データ
は参考にされている。

（各種小規模農業）
小規模農業

住居地区に散在

個人・学校・企業など様々

人口密度と平均所得の減少によっ
て、多くのスーパーは撤退し、人
口あたりの食料販売の床面積は全
米の半分程度である。一方で空き
地は多く存在するため小規模農業
が盛んになった。現在デトロイト
の空き地の約 1/40 で小規模農業
が行われ 160t ほどの野菜が栽培
されている。
Kresge 財団をはじめとして小規
模農業支援団体である
“Keep Growing Detroit” に出資を
行っている。DFC においては都
市農業を産業として育てるとの記
述はあるが、IOの活動はない。

名称
分類

Hantz Woodland
空き地率の特に高い
Eastside 地区
企業
2009 年構想発表 2000 年

対象地区

主体
設立

活動概要

DFC 及び
慈善財団
との関係

金融業で財を成した John Hantz に
よって始められた事業。大規模な土地
を取得し、植林し林業を行おうという
もの。当初農業を行う構想であったが、
都市農業の規制ができたため、変更。
1,500 筆の土地を市から取得し、2014
年５月には 1,400 人のボランティアと
共に 15,000 本の木を植えている。資
産家の土地取得は賛否両論であった。
資金援助を必要としていないために慈
善財団との関係は薄い。DFC には位置
付けられているが、IOとは協働して
いない。

Lower Eastside Action Plan
荒廃が特に深刻な
Lower Eastside 地区
NPO
2012 年発表
地域住民が自ら、地区の空家空地問題
を対処しようと発足し、地区の計画を
描いた団体。複数NPO、法律の専門家、
Data Driven Detroit、住民参加の専門
家団体などと協働し、徹底的なボトム
アップ方式で計画。人口増加を想定し
ていない初期の計画である。空地活用
方法は雨水の貯水、森林再生、都市農
業、ワイナリーなど。
設立時から Erb 財団 $3,000 の援助を
受けている。DFC に先行事例として取
り上げられ、Lower Eastside の大部分
が IP 地区の指定されている。IO活動
とは、実験的なブルーインフラの設置
を協働し行っている。

Midtown Detroit Inc.
再生が進む大学を中心とした
Midtown 地区
NPO
1976 年
大学が周辺の病院や文化施設と協
働し、地区を改善するために立ち
上げたNPO。緑道の整備、不動産
事業、公園開発、清掃、警備、地
区のマーケティング、イベントの
開催などを行っている。規制力は
ないものの、地区の計画も多描い
ている。行政サービスの劣化に応
じて事業領域を拡大してきた。
大学からの資金で運営していたが、
2010 年に財団からの資金と新しい
オフィスを与えられ、対象地区と
事業の拡大を頼まれた。以来 6人
規模から 20 人規模の団体へ成長
した。

Quicken Loans
チャンス挑戦型

再生が進む
Downtown 地区
企業
2007 年介入開始
郊外に本拠地を置いていたインター
ネット住宅ローン会社。2010 年に
荒廃しきっていたDT地区の安価で
良質な不動産を購入し、本社を移転。
以来 22 以上のビルを購入、賃貸事
業を行っている。公共空間の整備、
警備員の配置、パトカーや消防車の
寄付、起業支援団体の立ち上げなど
行い、DT地区の再生を行っている。
資金に困っていないため、慈善財団
からの影響は少ないが、協力して
LRT の導入に資金提供などを行って
いる。

Recovery Park
大規模農業

空き地率の特に高い
Eastside 地区
NPO
2008 年構想開始
麻薬中毒者などの社会復帰にあたって
必要な読み書きできない教育レベルの
人のための雇用を生み出すことを目標
とした大規模農業事業。高付加価値の
野菜を栽培し、目的に賛同する高級飲
食店に販売。現在小規模にビニールハ
ウス・ハイドロポニクスの実験農業を
行っている。市から 30 エーカーの土
地の取得を許可された。
大規模な土地を販売する上で、市が法
案を作るのに時間をかけてしまている
時に Erb 財団が構想を続けるための
$100 万を援助。DFC には固有名詞に
て位置づけされる。IOと共同し、事業
にブルーインフラも含める計画に変更。

Brightmoor Alliance
自地区改善型

荒廃が特に深刻な
Brightmoor 地区
NPO・教会など

特に荒廃が深刻であった Brightmoor 地
区を改善しようとした複数の団体が協働
した連合体である。現在、空家問題対策
を行っているNPOや教会から独立した
児童教育団体など、50 の団体からなって
いる。毎週木曜日に会議を行っている。
2013 年には、専門家団体からの支援を
受けながら、地区の再生計画” Restore 
the ‘Moor” を策定している。
地区の再生計画の策定時に支援した専門
家団体と IOは協力関係にあり、DFC の
内容と地区の再生計画の内容は近い。IO
とこの団体も繋がりが強く、大学の研究
プロジェクトに同団体のメンバーを紹介
するなども行っている。

~2004
空家問題対処
自助努力型 自地区改善型特定機能代替型 チャンス挑戦型小規模農業

住居地区対象 グレーターダウンタウン対象
大規模農業

2005

2006

2007

2008

2009

2010

2011

2012

2013

2014

2015

小規模農業 Keep Growing Detroit Greening of DetroitDetroit Bus CompanyDowntown Boxing Gym Data Driven Detroit Recovery Park Hantz Woodland Brightmoor Alliance LEAPHeighdelberg PJ Midtown Detroit Inc Quicken LoansHeighdelberg PJ

小規模・単一の事業 大規模・多様な事業

道具や資金の援助

1986 年活動開始 1989 年活動開始 1976 年大学の要請
により活動の開始

2012 年活動開始

2007 年活動開始

2008 年構想開始

2009 年構想発表

2012 年設立

2000 年複数の特定機能
代替型が協力し設立

地区の計画を策定土地の獲得 土地の獲得

市が条例作成する
間、活動継続要請

2008 年財団の提案により
設立

財団資金提供の表明がある
地区への引っ越しを行う

放課後教育への送迎開始

Greening of Detroit より
分化徐

々
に
活
動
が
増
え
て
い
く

徐
々
に
活
動
が
増
え
て
い
く

徐
々
に
活
動
が
増
え
て
い
く

徐
々
に
活
動
が
増
え
て
い
く

複数名スタッフ雇用
( 自地区改善型へ )

複数名スタッフ雇用
( 自地区改善型に )

オフィス・資金を
与えられ

人数・活動地域拡大

ベンチャー支援NPOの設立

本社及び社員の住宅を
ダウンタウンへ移転

パトカーの寄付など・
ダウンタウンの計画の発表

マニュアルの配布

エンパワメントWS
の開催 ブルーインフラ

導入事業開始

DFC 指定雇用地区
のゾーニング変更

DFC 明記の緑化活動の
３プロジェクト開始

IO活動のコンペの審査員

財団援助

IOの支援
IOの支援

IOの支援IOの支援

財団援助

財団援助

財団援助IOの支援財団援助

財団援助

財団援助

財
団
援
助

財
団
援
助

財
団
援
助

技術支援

技
術
支
援

技術支援

財団援助 技術支援

財団援助 技術支援

財団援助 財団援助

財団援助

財団援助

DFC での位置付け
DFC での位置付け DFC での位置付け DFC での位置付け DFC での位置付け DFC での位置付け

DFC での位置付けDFC での位置付け

道路のブルーインフラ化

温室栽培

室内でのハイドロポニクス栽培

1950~
スラムクリアランス

高級住宅街

1977 Renaissance 
CenterCenter

1980 アイスホッケー場

1977 Renaissance 
CenterCenter

1977 Renaissance 

1950~ 
高速道路建設

1996~ カジノ建設1996~ カジノ建設1996~ カジノ建設

2000,2002 スタジアム建設2000,2002 スタジアム建設2000,2002 スタジアム建設

2014 年1949 年

1989~ 高層ビル建設

地区別の黒人の平均所得
最高平均所得の 1/3 の地区

中平均所得の 1/3 の地区

最低平均所得の 1/3 の地区

1950 年 1970 年

特に黒人人口の多かった
Paradice Valley 地区

特に黒人人口の多かった
West Side 地区

図 -4 デトロイトの黒人居住区の変化 22)(1)

表 -2 デトロイトの GR 活動の活動概要及び DFC・財団との関係 b)~l),17)~19),2)(IO は Implemntation Offi  ce。詳しくは 6 章で扱う )

図 -3 GR 活動の変遷 ( 住居地区対象の活動が支援を受けながら大規模・多事業化していく様子 )b)~l),17)~19),2)

図 -5 デトロイトの DT の航空写真の比較 (1949、2014 年 )

図 -6 Recovery Park の 5 年後 (2019 年 ) 計画パース
(2014.9 Recovery Park 提供資料を編集、加筆 )

図 -7 デトロイト市位置図 ( 市提供データを元に筆者作成 )
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5.DFC の内容とその影響
(1) DFC の内容
　DWP の反省を受けて 2013 年に発表されたのが、DFC
である。この計画はまず住民参加を 2 年間入念に行い、
行政サービスの停止を意図した DWP と対の計画であると
いう負のイメージを払拭することから始めた 14)(2)。
　内容を概説する ( 表 -4)。 5 章から成り立っている計画
の第 1 章は経済成長に割かれているが、残り 4 章は全て
空地利用に注力されている計画である。1 章では、経済成
長と雇用創出に注力する地区を指定し、民間の投資を推奨
している。2 章ではゾーニングを行うが、土地利用の種類
はオープンスペースとしての利用が過半数であることが特
徴的である。3 章のインフラについては、特にインフラを
退役させる地区が明記されていることが特質である。4 章
では、多様な居住地区を目標にあげているが、特徴的であ
るのは、GR 団体の固有名詞を用いて位置付けていること
と、NPO などを含めてプロットした地図を資源として提
示していることである。5 章では空地の対処法のマトリッ
クスを提示している。以上より、インフラ退役地区へ注力
した計画であることがわかる。

を計画的に対処していると示すために利用されていること
15)、及び半公共団体 Detroit Economic Growth Corporation
が大型小売店の起業支援で立地すべき場所を助言するため
に、用いられている (2) こともわかった。

(2) DFC の影響
　慈善財団への影響については、各財団の言及を地方紙な
ど (14) で収集した。デトロイトに出資している財団の DFC
へのなんらか協力声明の有無と、その過去 3 年間の出資
額の関係を表す表 -5 を作成した。資金的には過半数の協
力が得られていることがわかった。
　また、DFC の影響でマスタープランの改定作業に入っ
たことがわかった。ここでは、Live+Make 地区など DFC
の特殊な用途地域の名前まで導入を検討していると明言
してい (11)。さらには DFC は、広域商工会議所 (Detroit 
Regional Chamber) が企業誘致時にデトロイトが都市問題

財団名

2011 年から
3年で市に
出資した金額

DFC に
出資

Steering 
Comittee
メンバー

市長の
Advisory
Task Force DFC と援助の関係に関する記述

Kellogg 財団

Kresge 財団
New Economy
Initiative 

United Way 
for South East 
Michigan
Community 
Foundation for 
South East 
Michigan

Knight 財団 

Skillman 財団 
Henry Ford 
Health 財団 
GM 財団 
Thompson 
Education 財団 

Erb 財団 
McGregor 財団 
Ford 財団 
Hudson-
Webber 財団 
HUD
DTE 財団

Fisher 財団
その他 7財団

協力表明合計 $243M(73%)

揃う部分とそうでない部分があると表明している。特に医療、教育、就職口の
問題に関しては既に計画と揃っていて、さらには、住民参加が十分にしてあり、
財団間の調整のために価値ある計画であることを評価している。$64M( 約 19%)

$50M( 約 15%)

$32M( 約 10%)

$30M( 約 9%)

$21M( 約 6%)

$21M( 約 6%)

$20M( 約 6%)

$17M( 約 5%)
$14M( 約 4%)

$10M( 約 3%)

$9M( 約 3%)
$8M( 約 3%)
$6M( 約 2%)

$6M( 約 2%)
$6M( 約 2%)
$6M( 約 2%)

$5M( 約 2%)
$6M( 約 2%)

この計画を先頭に立って推し進めた Kresge は Detroit についての出資 $1 億
5900 万を全てこの計画に揃うようにしていくことを明言している。
出資額では大きく見えるが、他の財団からの寄付を集めて再出資する団体。そ
もそもの目的である新産業の支援をDFC の目標に合うように行っていくと明言。
Community Foundation for South East Michigan を通して $40 万、DFC の目標
に向けて出資すること、別途計画導入のための資金を用意することを約束。

Data Driven Detroit を Kresge 財団と共に設立し、そのデータを元に住居地区を
対象とした戦略を公表しているため、既に計画と合った投資をしていると明言。

Fisher 家の小さな財団であり、計画の策定時には関与していないが、DFC の目
標に共感し、計画に沿った資金提供を始めている。

計画のための資金援助を約束している。2014 年 3月には IOの援助が入ってい
るブルーインフラ設置のプロジェクトに協賛している。

Knight 財団と協力して $40 万、DFC の目標に向けて出資することを約束してい
る。

計画導入のための資金提供を約束。
計画導入のための資金提供を約束。

なし

なし
なし

なし

なし
なし

なし

なし

題名 ( 副題 ) 内容章

揃う部分とそうでない部分があると表明している。特に医療、教育、就職口の
問題に関しては既に計画と揃っていて、さらには、住民参加が十分にしてあり、
財団間の調整のために価値ある計画であることを評価している。
この計画を先頭に立って推し進めた Kresge は Detroit についての出資 $1 億
5900 万を全てこの計画に揃うようにしていくことを明言している。
出資額では大きく見えるが、他の財団からの寄付を集めて再出資する団体。そ
もそもの目的である新産業の支援をDFC の目標に合うように行っていくと明言。
Community Foundation for South East Michigan を通して $40 万、DFC の目標
に向けて出資すること、別途計画導入のための資金を用意することを約束。

Data Driven Detroit を Kresge 財団と共に設立し、そのデータを元に住居地区を
対象とした戦略を公表しているため、既に計画と合った投資をしていると明言。

Fisher 家の小さな財団であり、計画の策定時には関与していないが、DFC の目
標に共感し、計画に沿った資金提供を始めている。

計画のための資金援助を約束している。2014 年 3月には IOの援助が入ってい
るブルーインフラ設置のプロジェクトに協賛している。

Knight 財団と協力して $40 万、DFC の目標に向けて出資することを約束してい
る。

計画導入のための資金提供を約束。
計画導入のための資金提供を約束。

ローカルな起業、教育と医療、工業、デジタル /クリエイティブを４つの経済
成長の分野を位置づけている。またデトロイトに残っている産業やインフラの
配置を挙げ、それに基づいて投資を集中すべき地区を 7つの Employment 
District として指定している。各 Employment District が持つ可能性を説明もし
てある。地元の小さい起業家やビジネスを応援、住民の能力開発、工業用地に
関する法整備なども提案。
従来の計画にとらわれないゾーニング計画を提示。市の計画では基本的には
オープンスペースは公園のみ存在し、地図上の大部分が低密住宅地に指定され
ていたが、この章では” Innovation Ecological” などの新しい名前ゾーンを提
示し、市内の大部分を管理の必要ない自然やブルーインフラとして指定した。

最後の住民参加の箇所には計画策定に行ってきた住民参加活動の様子とこれか
らの協力の重要性及び、計画が住民との相互作用によって目標が変わり続ける
計画であるべきだと述べている。

インフラの更新、ブルー・グリーンインフラ、交通の 3項目について述べてい
る。DFC では一貫として強制移転などは行わないと何度も記述しているが、こ
の章では取り替え・別用途への転換・または退役させる地区を指定。残る住民
に対しては、新しいシステムからも供給があると記述。
多様な地区を作っていくこと、生活環境の向上を目標に５つの住居地区タイプ
をあげている。また、Quality of Life を 13 項目に分けて目標として掲げている。
各住居地区タイプに関して理想像を簡単に示した上で現在既に進んでいる多様
な主体による都市再生の試みやまちづくり活動をいくつも紹介している。活動
の総体がNeighborhood を形作るように描いており、市が行うべきことに関す
る記載が少ない。
空き地、空き家の活用について述べている。土地利用の要素のゾーニングの計
画、周辺の空き地との合筆の可能性、市場の需要などを考慮した上での土地の
活用を行うためのマトリックスを用意している。また、現在の土地の所有が多
数の団体にわたっていることを問題として述べていて、それらの団体間で土地
の利用の方針を統一する計画の必要性を述べている。

1. 経済成長の要素
The Economic Growth 
Element
( 公平な都市 )

土地利用の要素
The Land Use Element
( 都市のイメージ )

住居地区の要素
The Neighborhood Element
( 特徴的で地域競争力のあ
る住宅地区群からなる都市)

不動産アセットの要素
The Land and Buildings  
Assets Element
( 公共アセットに対する戦
略的なアプローチ )
住民参加
Civic Engagement

都市機能の要素
City Systems Element
( 持続可能な都市 )

5.

4.

3.

2.

表 -4 DFC の各章の内容まとめ 25)

6. DFC における都市計画の地と図の反転
　5 章の分析で DFC が注力しているとわかったインフラ
退役地区の戦略を分析する。インフラ退役地区の地区指定
は積極的な空地利用を実験する Innovation Productive 地
区 ( 以下 IP 地区 ) と維持管理負担を減らす消極的利用を
行う Innovation Ecological 地区の 2 種類存在する。ここで、
地区指定の地図を NPO の活動などがプロットされた地図
と重ねると、2 つの退役地区のうち、特に周辺の GR 活動
などが活発である地区が IP 地区に指定されていることが
見て取れる ( 図 -12)。3 つの自地区改善型のうちの空家率
の高い地区を対象としている 2 つも IP 地区に位置する (2)。
　また、DFC は Implementation Offi  ce( 以下 IO) という専
門家団体を用いて計画導入を進めているが、公開されてい
る IO の活動をプロットし作成した図 -13 を見ると、IP 地
区周辺には集中していることがわかる。また、特定機能代
替型を中心に、IP 地区の資金に惹かれる、財団や IO に事
業を提案されるなどの結果、IP 地区へ、さらに活動の集
積がおこっていることがヒアリングで明らかになった (17)。
実際地区で行われている事業はブルーインフラ (18) の導入
や大規模都市農業の試行である。
　これらの分析から推測すると IP 地区指定の目的は、す
でに GR 活動が集積していて住民の合意がある地区を選定
し、活動・専門家を集積させ、これらの活動を活発化させ
ることによって、まず用途を住居から農地やブルーインフ
ラなどに変えさせて、結果的に不要になった地区のインフ
ラを更新しないことと考察できる。この方法は、選択と集
中の計画から漏れ続けることによって非投資が続き、住民
がいなくなり、インフラを退役させる消極的なアプローチ
と異なる「地区単位の積極的非都市化」であると言える。
これまでの都市計画は経済的成長させるために地区の選択
と集中を行い、余った地区がインフラ退役地区となってい

表 -5 各財団の DFC についての発言まとめ (16)( 網掛けが賛同を表明 )

公
共
サ
ー
ビ
ス
の
集
中

表 -3 Detroit Works Project 記載の行政サービスの地区別集中度合い 24)
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たが、都市計画の地と図が反転し、DFC はインフラ退役
地区を選択し注力する計画となった。さらに注力の内容も
従来の多額の資金ではなく、活動や専門家の集中である。

7. 積極的非都市化への到達過程
　6 章で明らかにした積極的非都市化に到達した過程を
2~5 章の市の変遷から考察する。
　それまでの都市計画の長期的展開を考察する。70 年代
からデトロイトは過度な DT 集中を行うが波及効果なく、
広大な荒廃を生み出してしまった。2000 年代には、状況
の最も悪い地区を中心に広く分散した投資も行ったが、効
果は不十分であった 13)。2010 年の DWP では、効率を重
視し、様々な団体間で協力し、過渡的な地区への投資を行
おうとしたが、勝ち負けを作る計画は反対運動によって実
施されない。この反省があったため (19)、2013 年に DFC
にて、それまで地区に集中することによって市場経済への
復帰を狙っていた計画を改め、地と図を反転させ、インフ
ラ退役地区に注力したと考えられる ( 図 -8)。
　次に、GR 活動の変遷過程との関係を考察する。慈善財
団先導で全市的な計画の失敗が続くなか、3 章で考察した
ように、多様な GR 活動が、これも慈善財団と専門家団体
の支援によって成長していく。自助努力型や小規模農業か
ら、自地区改善型や大規模農業に変化する。そして次々と
空き地の使い方を実験していっている。最終的には、自地
区改善型が専門家団体のツールを用いて、空地を積極的に
活用しようと地区住民の合意形成をしている。試行錯誤に
よって空きを前向きにとらえようという、縮退に価値を見
出したのである。DFC は、5 章で述べた通り地区の理想像

として以上の活動を固有名詞で取り上げ資源として地図上
にプロットしている。また、自治区改善型と住民を中心に
団体間の協力も見られていたこともあり、それまでの多様
な活動を、合意形成が行われている地区に集中させ、専門
知と仲介団体も投入することによって、空き地率の高い地
区を住宅とは異なる方法で用いることを促進し、結果的に
インフラ退役を行おうと着想したと考察できる (20)。この
ように各財団、専門家団体、GR 活動が互いに影響 (10) し
合う相互作用の変遷を図 -11 にまとめた (21)。

8. 結論
　DFC の新規性は以前の都市計画から地と図の反転があ
り、積極的非都市化という手法がとられていた点である。
その背景には、長期的な都市計画の展開と GR 活動の変遷
において非営利セクターの試行錯誤があった。行政はサー
ビスを提供するか否かなど一律的な考えに陥っていた。し
かし、居住地区に長期間にわたって非投資を貫き・行政サー
ビスのカットをしても、少数ではあるが住み続ける人は存
在し続けた。それに対してデトロイトの非営利セクターに
は、活動を評価され資金を獲得しながら目標を達成しよう
とする GR 団体、資金提供の効果を最大限にしようと応援・
誘導する慈善財団、専門知提供により活動を促進しようと
する専門家団体が、それぞれ多元的に存在している。これ
らの団体がそれぞれの営利でない合理性を追求し、互いに
影響し合い、実験し続けることによって、DFC は新しい
方法論を生み出すことができた。このような多元的な要素
と相互作用が、人口増加から人口減少の都市計画に移行す
る上で重要であると考える。
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図 -8 デトロイトの都市計画の長期的展開の概念図 ( 筆者作成 )
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【補注】

(1) 市の中心の地図から抜けている部分は別自治体の Highland Park

図 -11 慈善財団主導の選択と集中の計画の対象地区 13)

図 -10 民間企業主導の選択と集中の計画の対象地区 13)
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N

図 -12 活動が活発である地区と IP 地区の関係 (DFC24) に加筆 )

図 -13 IP 地区周辺に集中する IO 活動 (DFC のホームページより作成 )(22)
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図 -14 縮退の価値を反転させた非営利セクターの相互作用 ( 筆者作成 )

と Hamtramck である。歴史的に住民の人種が違い、独立を維持した。

(2) 2014 年 9 月 DFC, IO, Program Manager, Victoria Olivier 氏へのヒ

図 -9 行政主導の選択と集中の計画の対象地区 13)
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